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義務教育の充実

細 施 策 情報教育の充実

教育用パソコン更新
（ＸＰから８へ更新）
【小学校】６台
　大川内小６台
【中学校】１４６台
　出水中４０台、米ノ津中４０台
　荘中１６台、大川内中１０台
　野田中４０台

教育用パソコン更新
（Ｖｉｓｔａから８へ更新）
【小学校】１７３台
　西出水小４０台、米ノ津小４０台
　米ノ津東小４０台、切通小１３台
　高尾野小４０台
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H27年度以降の事業計画

02 007
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２　事務事業の目的（何のためにするのですか）

　平成１７・１８年度に整備した児童生徒の教育用パソコンが老朽化し、授業に支障をきたしているため、年次計
画によりコンピュータの更新を行う。（サポート期間はＨ２６年度で終了）
　また、児童用は２人に１台配置（生徒用は１人１台配置）しているが、交代で実習するため十分な時間がとれな
い状態にある。学校教育の情報化の推進のため、児童用パソコンを１人１台整備充実し、情報活用能力の向上を図
る。（小学校に約80台の増加）

中学校教育設備整備事業費

児童生徒及び教職員 パソコンの購入、リース
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　対象（誰・何に対して行う事業ですか）

細目　予算細々目名 会計 款 項
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　　老朽化したパソコンを更新して、情報教育環境を充実させ、児童生徒の情報活用能力の向上を図る。
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３　事務事業の概要

教育用パソコン更新
（Ｖｉｓｔａから８へ更新）
Ｈ２７年度
　小学校６６台、中学校７０台

Ｈ２８年度
　小学校１３９台

手段（対象に対してどのような活動を行うのですか）

H25年度の事業計画 H26年度の事業計画

４　事務事業の対象・手段・意図

施　　策

目
02 02

年度

総合計画上の
位置付け

基本方針

小学校教育設備整備事業費

根拠法令・条例、関連計画等

事務事業名 　情報教育充実事業（パソコン関係） 事業期間 平成 平成 29
歴史と文化の香りが暮らしを彩る教育と住民自治のまちづくり

25

平成２４年度　実施計画作成・事務事業評価（事前評価）シート
実施計画
１　基本事項

　教育部 課等名 教育総務課 329部等名 記入者名 大森　聡
年度

　意図（活動により対象をどのような状態にしたいのですか）
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279

※　活動指標・・・事業内容を示す数値（ボランティア講座開催回数、道路整備延長距離など）

※　成果指標・・・施策・事務事業の目的達成度を示す数値（ボランティア実施者数、渋滞緩和率など）

２　事務事業の目的
　いつまでに実施しなければならないのですか

　意図は妥当ですか（「４事務事業の対象・手段・意図」欄の意図について）

　既存事業の拡大では対応できないですか

３　今後の方向性、改善案等（一次評価）

■ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
□ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない

４　今後の方向性、改善案等（二次評価）
今後の方向性（総合評価）

■ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
□ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない

５　今後の方向性、改善案等（最終評価）
今後の方向性（総合評価）

■ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
□ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない

二次評価と同様に実施する。

方向性の理由、改善案等

ＯＳのサポートが切れる平成26年度までに実施とするが、財政事情等を
考慮し財源の確保に努める。

今後の方向性（総合評価）

■ は　い
理由

最終目標
実績 目標 目標

27年度
１　指標の推移

目標
26年度

台

②

教育用パソコン更新実施校①

方向性の理由、改善案等

5

46

は　い

いいえ

区分

活
動
指
標

②

成
果
指
標

①

効
率
性

□ 

緊
急
性

指 標 名 単位

方向性の理由、改善案等

　市と受益者との負担割合は妥当ですか（受益者負担がある場合に記入してください）

理由

理由

義務教育で使用する機器等の整備であり、意図は妥当である。
□ 

□ 

■

23年度 24年度

6

老朽化し授業に支障が出ているため、更新が必要である。

妥
当
性

前回の更新から７年経過し老朽化がすすんでおり、授業に支障をきたしている。なお、ＯＳがＷｉ
ｎｄｏｗｓＸＰ搭載機は、サポートがＨ２６年度で終了するためそれまでに更新する必要がある。

136

25年度

台 28

年度

139173

28

目標

152

5

事務事業評価（事前評価）

目標値

校

そ
の
他

　他の市町村では実施している事業ですか（県内の他市の状況等を具体的に記入してください）

他市では主にリースでの調達が多く、概ね５～６年のペースで更新している。
児童用パソコンについては、他市でも１人１台の配置となっている。

平成
年度まで

市立学校で教育用として使用する設備であることから、すべて公費負担が妥当である。

は　い

いいえ

■

いいえ

33 25 046教育用パソコン等障害発生件数 10

5

28

理由

Ｈ２３年度実績で障害発生率が１０％を上回り、今後も増加していくと考えられる。そのため、既
存事業の拡大では維持費の負担増となるため対応できない。

28

教育用パソコン更新台数


